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1.はじめに
社会主義のもとでも，生産は労働力の一定の手続きのもとでの配分そしてその労働力と生産
手段の結合を前提としてし141; この場合，「人々の物質的および文化的欲求の最も完全な充足
足」 (2をめざした社会主義的生産過程において生産手段と結合される労働力の担い手，すなわち
勤労者は，いわゆる「労働能力ある住民J (Tpyp;ocnoco6HOe HaCeJIeH Il e) から形成される。ソ連
邦では， 16-59才の男性と 16-54才の女性，また年金生活にはいった59才以上の男性と 54才以
上の女札さらには16才までの若年者が，これに相当する。 (3U連邦労働法(ロシア共和国の事
(1) ただし，乙の配分と結合様式が資本主義と社会主義では相違するのであり，その具体的内容の検討が本
稿の課題でもある。例えば，アー・コトリヤールはつぎのように述べている。「社会主義的な社会的生産の機
能化は，社会の労働能力ある住民の活動の種類ごとの計画的配分，そして生産手段の連合した所有主の同志的
協力と相互援助にもとづく生産手段と労働力の結合を前提としている叫 (A. l\OTJIJlp, CHcTﾐMa TPYAOyCTpOHC-
TBa B CCCP, 8KOHOMH'IﾐCKHﾐ HayKH, 1984，持3 ， CTp. 50. ) 
(2) l¥ypc nOJIHTH'IﾐCKOR' 3KOHOMHH. T. II, 8KOHO阻Ka， 1974, cTp.135. 
(3) CM. , M. l\oBpHrHH, IIoAroToBKa pa60'lHX K8ApOB B Y伺OBH JlX Hay'lHo・TÐXHH'IÐCKO曲 pÐBOJIIO~IUI ， IIpoCÞH3AaT, 
1981 , cTp.11. 
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例)によれば， '16才未満の者を雇用することは違法である。ただし，例外として，満15才に
達した者は，労働組合工場委員会の同意を得て，乙れを雇用する乙とができ芯(173条)そして，
労働能力ある住民の就業率が，ソ連邦では，たえず向上してきている。数字をあげれば，それ
は1940年には66.0%であったが， 1959年には82% となり， 1979年比は94%に達しているう)
乙のような成果は，ヴェ・カリーニン (B. KamIHHH) によって，労働の普遍性と失業の克服
という社会主義経済システムの巨大な優越性のあらわれとして評価され♂1 る。すなわち，資
本主義のもとでは，人間の労働能力は潜在的なものから現実的なものへと必ずしも転化しない。
例えば，支配者階級の多数の代表者たちは生産過程に参加せず生きた生産力とはならないので
ある。だが，社会主義のもとで、は，労働能力ある社会成員はすべて働き手でAZ。ァー・パラ
パノフ (A. Bapa6aHOB) に従えば， 「生産手段の私的所有形態が働き手の賃労働者への転化の
前提となっている資本主義とは異なり，社会主義のもとでは，生産手段の社会的所有形態が働
き手の労働力を社会の労働資源という形態で連合させるのであA
社会主義の労働問題を論じた文献では， {労働力〉概念とともに〈労働資源〉概念がよく用
いられている。乙れらはしばしばほぼ同義語として使われている乙とがあるしまたそれぞれ
の概念に異なる意味が込められている乙ともある。こ乙では，主として，エ-・サルハノフ
(9. CapyxaHoB) の整理に従Jqt，〈労働資源〉概念を中心にその理論的状況の一端を確認
しておく。〈労働資源〉概念は，ソ連邦の経済学の分野では， 1920年代のはじめにC. CTpyｭ
阻四E によって初めて用いられ， 1959年以降公式資料や文献において幅広くみられるよう
になってき fj! だが今日に至っても，この概念をめぐって必ずしも統一した見解が形成され
ていないのが実状である。例えば， B. CeMeHeHKO は，労働資源とは労働能力ある住民の機
(4) 木村勝治訳「ソ連邦新労働法一ロシア共和国の例一 J ， <労働法律旬報〉第836号 (1973年 7 月上
旬号)， 48ぺージ。
(5) B. KaJlBHBH, TpYA B K明，PLl B npoMLIW.JIeHHOCTB CCCP ，加OHO剛司eCKBe HaYKB, 1983, No.1 , CTp・ 74.
(6) TaM lKe. 
(7) A. Bapa6aHoB, Pa60司aH CB.JIa B TpYAOBLle pecypcLI B Y朗OBBHX paSBBToro ∞qBa.JIBSMa， 1984, CTp. 35 
(8) ，社会主義生産諸関係の完全な支配の確立は勤労者(労働力の担い手)のみから成る社会階級構造の形
成を意味する。それ故に，社会主義社会では，社会のすべての労働能力ある成員が労働力の担い手である叫
(瓦BBlKeHBe pa6o'le直 CBJlLI B KpynHoM ropo耳e ， φBHaHCLI B CTaTBCTBKa, 1982, CTp. 24. ) 
(9) CM. , a. CapyxaHoB, ，CoqBaJlbHO・ 9KOHO間鴨C阻e n凹6.JIeMLI ynpaBJleHBH pa60司ell: CBJlOIl: npB ∞qBa.JIBSMe， 
JIry. 1981 , cTp.14-16. 
(10) ただし， ，(労働資源〉という術語は， 1967年に，労働資源利用機関国家システムの形成とともに，うま
れた」との理解もあるの CM. ，E. Bo薗鴨HKO， IT.JIaHBpOBaHBe B opraHBsaqBH pa60TLI OT静岡 H閉伊B， BB皿a WK' 
OJla, 1981, cTp.66. 
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械的総和にすぎない (B. CeMeHeHKO, COBoKyrrHaH pa60可制印刷 rrpl1 COD;l1aJIl1aMe: ABTOpeφ. 
KaH)l;. )l;I1C. , 1968, CTp・ 24. ) として，この概念自体に否定的な態度をとっているが， φ. rl1-
四m叫，耳. BaJIeHTeR, H. TOKapcKaH などは，労働資源は歴史的規定性を有した社会階級
的概念である (φ. rl1JII1D;Kl凧 Co瓦epmaHl1e rrOHHTI1H {Tpy)l;OBhIe pecypchI} .B COD;・ 06rn;eCTBe ，
COD;. TPY)l;, 1975, No.8, cTp.114; 且. BaJIeHTeR, OCHOBhI TeOp1111 HapO)l;HaCeJIeHI1H, 1973, CTp. 
63; H. TOKapcKaH, Perl10HaJIbHhIe acrreKThI yrrpaBJIeHl11 Tpy)l;OBhIMl1 pecypcaMl1, 1976, CTp. 19.) 
と，全く正反対な立場を明確に示している。また， M. MycaToB I乙代表される (M. MycaToB, 
COD;ßa品HhIe rrpo6JIe阻 Tpy)l;OBhIX pecypcoB B CCCP, 1967, CTp. 83.) ように，労働資源が労
働力と事実上同一視されることもある。さらには，地域別アスペクトと部門別アスペクトの
相違によって労働資源と労働力を区別しようとする研究者 (11. JIßTBHKOB, HayTJ:HhIe OCHOBhI 
cﾟrrOJIbaOBaHﾟH Tpy瓦OBhIX pecypcoB, 1969, CTp. 10; A. I\OTJIHP, BocrrpoßaBo瓦CTBO pa60司eR Cﾟｭ
JIhI rrpﾟ COD;1 a耳目aMe ， 3KoHoMﾟ TJ:ecKﾟ e HaYKI1, 1972, M4, cTp.34~36.) ゃ， 労働力を労働資
源の構成部分とみなしたり (A. COJIOBbeB, r. POMaHeHKo, 3KOHOMl円eCKaH ﾟ COD;l1 a凋問問
時中eKTßBHOCTb cﾟrrOJIb8OBaHﾟ H Tpy)l;OBhIX pecypcoB, 1979, CTp. 89. ) ，労働資源は労働力より
もヨリ幅広い関係を表現しているとの考え万を鮮明にしている研究者 (E. PycaHoB, Borrp-
OChI Teopﾟ  ﾟaφφCKTßBHOCTß I1CrrOJIbaOBaHﾟH TPy)l;OBhIX pecypcoB, B KH.: Tpy)l;OBble pecypChI, Bblrr. 
3 , 1978, CTp. 24. ) も存在している。ただし，性，年令，学歴，家族状況等々に限定された
場合には， {労働資源〉概念が用いられる傾向が強いようで、ぁイ!本稿では，労働力と労働
資源は同一客体の抽象化の段階の異なる範轄でι11 実践的には，労働資源とは労働力の量
的表現で、ぁイ?との理解に，たっている。
ソ連邦の労働資源の現状は，いくつかの数字によれば，つぎのように確認される。
(1) TaM me. 
(12) ï{労働資源〉は， {労働力〉範轄に比べると，生産諸関係の理論認識のヨリ低い水準において，労働力
の形成，配分，再配分，利用 l乙関わる社会的諸関係を表現する，ヨリ具体的な範障である。後者は，人間の労
働能力の生産，配分そして利用に関わる生産手段の共同主人公の聞の生産諸関係の総体を表現しているせ
( 06~ecTBeHHaH 蜘pMa Tpy且 a IIPH ∞~HaJJHaMe ， 8KoHoMHKa, 1984, CTp. 245. ) 
(13) サルハノフは，「労働力が経済学範障であり，労働資源はその量的表現にすぎない」と明言している。
(8. CapyxaHoB, YKaa. COq. , cTp.17.) 
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表 1 出生数，死亡数，人口の自然増(1 000人当)
住民 1000 人当り
出生数 死亡数 自然増
ソ 連
1913 年 41. 5 29. 1 16.4 
1940 年 31. 2 18.0 13.2 
1960 年 24.9 7.1 17.8 
1970 年 17.3 8.2 9.2 
1983 年 20. 1 10.3 9.8 
日 本
1913 年 34.1 20.2 13.9 
1940 年 29.4 16.4 13.0 
1960 年 17.2 7.6 9.6 
1970 年 18.9 6.9 12.0 
1983 年 12.9 6. 1 6.8 
(出典) HapOAHoe X08ß薗CTBO B 1974, cTp.137~139. 
HapOAHoe X08姐CTBO B 1983 , CTp. 90 ~92. 
表 2 ソ連邦の住民
1940年 1959年 1970年
総住民 194.1 208.8 241. 7 
(100万). 
その内
男性 (100万) 93.0 94.0 111.4 
内 訳
全 体 100 * 100 100 
その内
労働者と職員 50.2 68.3 57.4 
労働者のみ 33. 7 50.2 20.5 
* 1939年である
(出典) HapoAHoe X08ß賞。TBO CCCP B 1983 , 
CTp. 6~7 から作成。
1979年
262.2 
122.3 
100 
60.0 
14.9 
1984年
273.8 
128.3 
100 
61. 5 
12.5 
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表 3 年令グループごとのソ連邦住民
1926年 1939年 1959年
f主 民 全 体 100 100 100 
内 訳
労働年令に達しない住
39. 7 37.7 30.4 民 (16才まで)
労働年令住民(男性16
52.0 53.6 57.4 -59才，女性16-54才)
労働年令を越えた住民
(男 6刷~) 8.3 8. 7 12.2 女 55才以
(出典) 3ROHOM Kﾟa TpYAa, BhlCm;a1I illKOJIa, 
1976, cTp.361. 
表 4 範曙別工業生産人口 (1000人)
{ ( )内は%}
1940年 1960年 1970年 1980年
総工業生産人口 13079 22620 31593 
(100) (100) (100) 
内 訳
労 働 者 9971 18887 25631 (76.2) (83.5) (81.1) 
見 習 l' 398 339 508 ( 3.0) ( 1.5) ( 1.6) 
技術労働者 1023 2018 3687 ( 7.8) ( 8.9) ,(11. 7) 
事務職員 943 901 1275 ( 7.2) ( 4.0) ( 4.0) 
年少者と警備員 749 475 492 ( 5.8) ( 2.1) ( 1.6) 
(出典) HapoAHoe xoa凪CTBO CCCP 
B 1983 , cTp.132. 
36891 
(100) 
29497 
(80.0) 
446 
( 1.2) 
5133 
(13.8) 
1279 
( 3.5) 
536 
( 1.4) 
87 
1970年
100 
30.6 
54.4 
15.0 
1983年
37830 
(100) 
30154 
(79.7) 
408 
( 1.1) 
5440 
(14.4) 
1280 
( 3.4) 
548 
( 1.4) 
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以上のような労働能力を有した年令に属する世代は労働資源の全体的な補充源泉 (06聞賞
CﾟTOQHHK nOnO~HeHßß) と総称されている。そして，これに対して，いわば全体から派生した
主会白源泉が区別されポこれは個々の企業や国民経済部門レベルの労働資源であり，この形
成は，基本的には，社会の労働資源の生産局面ではなしその配分および利用の局面と，直接
的には，結びついてL141!
我々の関心は主としてこの範囲の労働資源問題である。企業は，この源泉から，計画に従っ
て，欠員を補充(採用)しているのである。以下の行では，社会主義企業の採用管理の特徴があ
あきらかにされる。
2. 企業の従業員採用計画
2. 1.企業の労働力バランス
あらためていうまでもなく，労働資源の合理的配分とその有効的利用は社会主義的計画の重
要な課題の 1 つである。ボール (M. Bop) に従えば，社会主義経済の計画的組織は，全社会の
利益のために労働資源を利用し，あらかじめ労働力に対する国民経済(各部門，企業，地域)
の需要を計算し，それに応じてこの需要をみたすため諸方策を実施することを可能にするので
ある。
乙のような可能性は(企業に代表される)個々の経済単位においてどのように具体化され，
いかなる状況を呈しているのであろうか? 換言すれば，企業は，社会全体，企業そして個人
の利益の統一のもとで，現実に，人員を補充する乙とに成功しているのであろうか? ソ連邦
では，今日，周知のごとく，要員の流動性の減少や労働集団の安定化が国全体および企業の労
働問題として認識され，その一環として，企業への労働力の引き入れも大きな問題となってい
(14) rつぎの概念を区別すべきである。(1)国の労働資源の補充源泉， (2) 国民経済の個々の部門や企業の労
働力確保源泉叫 (A. l\OTJlllp, Pa6o'lall CHJla B CCCP, MLlCJl L , 1967, CTp. 20. ) 
(15) CM. , TaM me. 
(16) ボール，平館利雄・宮下誠一郎訳『社会主義計画経済入門.1，新評論， 1974年， 172ページ参照。
(1'{) 社会主義のもとでの「労働力と生産手段の自由な結合，労働の普遍性，完全雇用そして失業の根絶が，
労働力の計画的配分と再配分，要員の養成と技能資格向上の統一システムの創造(労働資源の形成と利用のサ
ブシステム)の可能性を切り開いている。しかし，乙れは…個々人の利害と社会の利害の最適結合の原理とい
う原則のもとで解決されなければならない…非常K複雑なサブシステムの 1 つである叶 (CHCTeMa yrrpaBJleHlI1I 
TPYAOM B paSBIITOM ∞R・ 06~eCTBe， 8KOHO皿Ka， 1980, CTp. 35. )乙のように，労働資源(労働力)の計画的配分
・再配分とは 3 つの基本主体の利害の調和と結びつかねばならないのである。「国民経済と企業の欲求や可能
性と同時に勤労者の利害をも考慮する乙とを可能とする要員異動の計画的管理方式・…一J (E. CMllpHOB, 0 
HeKoropLlX rrpo6JleMaX yrrpaBJleHHII TpYAOM B ∞BpeMeHHLlX YωOBHIIX ， COI\・ TpYA ， 1978, .M3, CTp.110.) 
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る。そして，乙れらの問題は，労働力の組織的な計画的配分(再配分)の既存の形態を改善し
同時に新しいヨリ効果的な形態を探究していく乙とによってのみ解決されるという ζ とが，実
践を通じて，確認されてきている。本稿の以下の行論では，「労働力の組織的な計画的配分・
再配分形態」の現状を「企業の採用管理」の具体的展開として再構成しその特徴を検討してい
く乙とになる。
社会主義企業の経営計画は，技術生産財務計画に代表されるように，社会主義国民経済全体
の計画化のー構成部分であれ国民経済計画と不可分離の関連を有している。これは「採用計
画」にとっても例外ではない。
ソ連邦全体では，労働資額の合理的利用と配分を促進する方式として，労働資源バランスが
利用されてい♂乙の労働資源バランス同労働力の社会主義的拡大再生産の過程があらわれ
ている。従って，その再生産の過程ごとに様々なバランスが作成される乙とになる(後述)が，
そのなかで、中心的な位置を占めているのが労働資源の総合 (CBOAH凶) バランスで、ぁよ!総合
バランスは，実在の労働資源とその組成，すなわち，部門，職種，社会クゃループごとの配分から，
成立している。そして，このような総合バランスの作成の基礎となっているのがいわゆる部分
( qaCTHblO) バランスである。部分バランスでは，労働力利用の個々の側面がヨリ具体的に特
徴づけられている。部分バランスのなかで、は，地域断面で作成された労働資源バランス，コル
ホーズ労働資源バランス，若年者労働資源バランス，熟練要員バランス，女子労働資源バラン
スが，有名である。
総合バランスには，ソ連邦全体の総合バランスと，州，地方，共和国の総合バランスが，存
在する。地域断面で作成される労働資源バランスは，国全体の総合ノてランスとの関係でいえば
(18) B. rpHI'OpbJlH, Opl'aHBOOBaHHoe npHB再開eHBe Ka岬OB Ha npoB8BOACTBO, COI¥. TPYA, 1983, }個， cTp.67. 
(19) r労働資源バランスとは，国の国民経済の釣合いのとれた発達の主要な条件の 1 っとしての労働資源の
合理的利用を促進するととを任務とした経済的な計画計算方式である叫 (TpYA H aapa60THa?n.JIaTa B CCCP. 
C.JIOBapb cnpaBO司HBK ， 8KOHO四Ka， 1984 ， cTp.13.) r労働力ノT ランスはソ連邦国民経済バランスの基本的部分の
l つである。労働力バランスには労働力の社会主義的拡大再生産の過程があらわれているQ] (クドリャフツェ
フ編内海義夫・海道進監訳「労働経済学 下巻J，大月書店， 1959年， 540ページJ 本稿では，「・…・・文献や実
践では， {労働力バランス〉という術語とともに〈労働資源バランス〉という語も用いられている。乙れらの
概念は双方とも労働バランス (6aUHC TPYAa) を自然人で特徴づけている。労働能力としての労働力は生きた
個人にあらわれる。従って， {労働資源〉と〈労働力〉概念は，労働ノf ランス (TPYAOBOß 6a.JI aHc) に関しては，
同一である叫(8KoHOMBKa TpYAa, BblcmftJI mI<<l.JIa, 1976, cTp.377 )との解釈に拠っている。 ちなみに， 労
働バランスは労働時間(例えば， 1000人日)で示される。
側 「労働資源の総合バランスが……相互に関連しあう諸ノfランスのシステムにおいて，中心的な位置を占
めている叫(8KoHoMHKa TpYAa, IIo耳 06. peA. A. C. }\YAPJlBl\eBa, 8KOHOMBKa, 1967, CTp. 419. ) 
目1) Tpy耳 B aapa60THftJI n.JIaTa B CCCP, cTp.14. 
(22) 8KOHOMHKa TpYAa, CTp. 381. 
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いわゆる部分バランスであるが，コルホーズ労働資源バランス，熟練要員バランス，若年者パ
(23) ランス等々を含む総合バランスでもある。ただし，両者の聞には，国全体の総合バランスでは
労働力の需給が一致していなければならないのに対して，地域総合バランスでは労働力の過不
足が示され，それが個々の地域聞の(すなわち， ミクロの行政地区レベルから共和国レベルに
至る地域聞の)労働力再配分の必要性を意味している，という相違点がみられJj 以下その実
例を示してお乙う。
表 5 労働資源総合計画バランス
指 標
1.労働資源一全体…・・・
内訳:
労働年令にある労働能力ある住民……
労働年令をすぎて働いている人々と 16
才未満の若年者・・・…
労働能力ある住民の共和国間(州間)再配分:
(a) 他の共和国(州)からやってきたも
の..…・
(b) 他の共和国(州)へまわされるもの
II. 労働資源の配分
1.国民経済に従事しているもの(全体)
2. その内社会経済に従事しているもの
内訳:
労働者と職員……・・
コルホーズ員……・-
2. 家事と副業に従事しているもの……
3. 生産を離れて学んでいる 16才以上の
学生…・-
国民経済に従事している人々:
1.物質的生産領域に従事している人々
報告年度|計画年度|撃皇宮妻九守議長?画
側 TaM æ8，伺p.378. クドリャフツェフ，内海・海道監訳『前掲書.1， 541ページ。
凶 llitOHO皿Ka TpYAa, CTp.380. 
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指
内訳:
(a) 工業
(b) 輸送・通信
(c) 農業
(d) 商業，公共食堂，調達，資材補給
(e) その他の部門
2. 非生産領域に従事している人々一
内訳:
(a) 教育，文化，芸術，科学
(b) 住宅公共部門
(c) 輸送・通信(住民サービス)
(d) 国家学習など
標 報告年度|計画年度|撃皇宮妻九与通語F画
(出典) 加OHOMHKa TpYAa, Bblcmaﾟ mKOJIa, 1976 , cTp.379. 
表 6 州の労働資源総合バランス (1000人)
1960年報告年度 1965年基本年度 1970年計画年度
全体 男 女 全体 男 女 全体 男 女
1. 労働資源 13737 6863 6874 14037 7022 7015 15112 7545 7567 
そ の 内
1.労働年令可能人口 13623 6818 6806 13914 6969 6945 14989 6492 7497 
2. 労働年令を越えて働いてい
る住民と労働年令に達しない
住民 113 45 68 123 53 70 123 53 70 
ll. 労働資源の配分 11291 6567 4724 11643 6729 4914 12730 7302 5428 
1.工 業 5472 3765 1707 5614 3826 1788 6022 4083 1939 
2. 建 毛R又I? 1342 894 448 1384 923 461 1493 994 499 
3. 林 業 27 22 5 28 22 6 32 25 7 
4. 運輸・通信(生産サービス) 905 692 213 943 724 219 1006 763 243 
5. 商業・食堂… 712 166 546 739 170 569 817 191 626 
6. 公益・住宅事業 309 128 181 336 139 197 439 188 251 
7. 保健，社会保険…・・・ 612 78 534 624 78 546 670 90 580 
8. 教育・文化・芸術 539 111 428 571 117 454 645 129 516 
9. 科 学 176 96 80 184 100 84 210 115 95 
10. 国家管理・信用 155 95 90 157 67 90 167 77 90 
11.その他の部門 155 52 107 157 52 105 195 65 130 
12. 運輸・通信(住民サービス) 198 125 73 213 134 79 275 171 104 
13. 学生(生産を離れて) 687 373 314 693 377 316 759 411 348 
皿.労働資源の過不足(+，一) +2446 + 296 +2150 +2394 + 285 十2107 +2382 十 243 十2139
N. 家事および副業の従事者で社 . 
会的生産l乙参加可能な住民 605 279 326 589 269 320 554 229 325 
(出典) 薔OHOMHKa TpYAa, IIOA peA. A. KYAPßB~eBa， cTp.428. 
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企業レベルに眼を転じるならば，個々の企業の労働力バランスが直接地域断面において作成
されている。ソ連邦では，乙の企業の労働力バランスに企業の採用(補充)計画が表現されて
L可る。
企業の労働力バランスは自然人で作成され，必要な場合には年平均人数が自然人数へと換算
されている。そして，乙れは 2 つの部分から成っている。 1 つの部分には，要員への企業の全
体的需要と追加需要が示されている。追加需要とは，計画期間中の生産規模の拡大縮少にとも
なう従業員の増減とその期聞に様々な原因で離職する従業員を補充するために必要な人数の和
である。第 2 の部分には，追加需要保障の源泉が示されている。次表はその例である。
表 7 工業企業の労働力バランス
内 訳
指 標 全体 労 働 者 技 術 その他基本労働者 補助労働者 労働者
1.期末の予想従業員数 13000 4000 6200 2400 400 
2. 期間の従業員数 12000 3250 6025 2350 375 
3. 従業員数の増減 (1- 2) +1000 + 750 + 175 + 50 + 25 
4. 退職予定従業員数 73 
(1) 自然減少，労働能力そう失，定年 151 50 73 20 8 
(2) 生産を離れての入隊，入学 250 105 125 15 5 
(3) 契約の終了，他企業への移動 400 300 65 25 10 
(4) 居住地からの引越し 74 25 37 10 2 
(5) 住宅，幼稚園，託見所の欠落 29 30 6 2 1 
(6) 他の範障への移動
(一:不足， +:過剰) - 47 - 90 + 132 + 5 
(7) そ の他 600 300 250 45 5 
5. 従業員への追加需要 (4+ 3) 2514 1607 821 35 51 
6. 保障の源泉
(1) 職業技術学校の卒業生 400 150 250 
(2) 中等学校の卒業生 335 75 260 
(3) 高等教育施設および中等専門教育
施設の卒業生 5 5 
(4) 中等学校の終了者および中等学校
の中退者 308 250 56 2 
(5) 職業技術学校の企業活動への参加
(従業員に換算) 52 32 20 
(6) 実習時に正規の作業域で働く高等
教育施設と中等専門教育施設の生徒
(従業員に換算) 115 100 15 15 
(7) 組織的募集
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内 訳
指 標 全体 労 働 者 技 体7
基本労働者 補助労働者 労働者 その他
(8) 家事や副業に従事していた労働能
力ある住民の募集 1299 100 220 28 51 
総 計 2514 1607 821 35 51 
7. 結果 (5 -6) 
(出典) 8KOHOMHR8 TPYA, IIOA peA. A. KYAPJlBD.eB8, CTp. 431 ~432. 
個々め企業レベルの追加需要とその源泉の確保が企業の採用計画の核心で、ある。そして，企
業レベルで、も，企業レベルの労働力再生産過程の個々の側面をヨリ具体的に特徴づけるバラン
スとしていわゆる部分バランスが作成され，採用計画はヨリ詳細にそしてヨリ具体的に展開さ
れている。乙れらの部分バランスとして，若年者バランス，女子労働資源ノfランス，主要職種
バランス，熟練要員バランス等々が，知られている。
表8 主要職種労働者バランス
端日の 予労怨働年者平均数 12月 31 労働者 労働力の 追加 補充源泉 工場であ 等級を高者数 (~~そtzうr失員) らためて める乙と専門職 日の労 数の増 需要 教育を必人数平等級均 人数平等級均 働者数 加(人) (人) 職学校業技か術ら 組募織集的企自主業採用の 要とする が必要(人な) 人間(人) 人間
基本労働者 4150 2.65 4550 3.0 4950 800 250 1050 600 450 1452 
内 訳 1370 2.9 
(1) 旋盤工 1250 2.4 870 2.9 1490 240 75 315 150 165 165 622 
(2) フラスイ盤工 740 3.0 820 2.9 900 160 45 205 200 5 5 
(3) ドリル工 430 1.7 470 1.7 510 80 26 106 106 106 
(4) 研摩工 340 3.4 380 3.3 420 80 21 101 101 101 
(5) 組立工 1390 2.8 1510 3.4 1630 240 83 323 250 73 73 830 
補助労働者 2160 3.2 2160 3.2 2160 119 119 119 60 
計 6310 2.8 6710 2.9 7110 800 369 1169 600 569 510 1452 
(出典) 8KOHO阻K8 TPYA, IIOA peA. A. KYAPJlBD.eB8, cTp.434. 
2. 2. 労働力と生産手段との直接的結合の組織形態
ソ連邦憲法では，「ソ連市民は，労働の権利，すなわち労働の量と質におうじ，国家の定め
る最低額以上の支払いをともなう，確実な仕事をえる権利をもち，この権利は，適性，能力，
職業訓練および教育にしたがい，社会的必要の考慮にもとづく職業，職種および仕事を選択す
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る権利をふくむ。乙の権利は，社会主義的経済制度，生産力の不断の増大，無料の職業訓練，
技能の向上，新しい専門についての訓練ならびに職業指導および職業あっせんの制度の発展に
よって，保障され次J (第40条)と，定められている。乙の労働の権利はどのような形で実現
されているのであろうか。
白日企業の労働力補充の対象者はつぎのような人々である。これは労働力確保源泉 (HCTO'lHHR
o6ecrre司eHHß) といわれている。
(1) 労働能力年令に達し社会的経済同いりこんで、いる若年r
(2) 常設教育施設での修学と関連して一時的に社会的生産民参加していない労働能力ある住民
(3) 家事や副業に従事している労働能力ある住民
(4) ソビエト軍への義務期間兵役と関連して社会的生産に一時的に参加していない労働能力者
(5) 技術進歩やその他の原因の結果遊離した働き手，また希望退職者
(6) 労働能力を保持している未就労年金生活者
これらの「補充源泉」から労働力が配分され個々の企業において生産手段と結合していく。
社会主義では，労働力の計画的配分は国の経済活動の重要な領域で、A 同時に困難な課題で、
もあ三!社会主義国家はって，国の経済的および政治的特質の考慮のもとで，労働力が計画
的に配分され，その労働力が具体的な協業へと参加していくわけであるが，乙の組織・法的媒
介が「就職あっせんJ (TPYAOY町OHCT耐といわれるものであ次就職あっせん制度(後述)
の自立的な構造要素が労働力配分の組織形態 (opraHHBa~HOHHaß 蜘pMa) であれ乙れによっ
て人的生産要因と物的生産要因が結合される。乙の組織形態は上部構造制度であるが，労働力
配分には「すべての〈層)J カヨ存在している。例えば，コトリヤル (A. KOTJIﾟ p) によれdl:
人的生産要因の社会主義的配分は，作業域への働き手の移動や様々な水準の協業の創造として
間 ノーボスチ通信社編稲子恒夫訳『新ソ連憲法・資料集J，ありえす書房， 1978年， 124-125ページ。
(26) CM.. A. KOTJIﾟp. Pa60司aß CHJIa B CCCP. CTp. 21; A. KOTJIﾟp. CO~HaJIHCT四eCKoe pa佃peAeJIeHHe pa60明白
CHJIhI. 3KoHOMH'IeCKHe HayKH. 1978. 地3. cTp.33. 
間 ソ連邦中央統計局は16-30才の青年男女を若年者としている。 (8. CapyxaHoB. YKaa. ∞司.. CTp. 84. )た
だし，実践的には， 16-25才までが若年者としてみなされているようである。 (CM.. 8KOHO咽Ka TpYAa. CTp. 
367. )若年者は労働力補充の基本源泉である。彼らは単に補充するだけでなく総体的労働力を増加させる。
凶，) I ロシアでは，労働は，つぎの点で，共産主義的に統合されている。第 1 IL.，生産手段の私的所有が廃
止されている点で，第 2 IL.，プロレタリア国家権力が，固有地と国有企業において全国的規模で大規模生産を
組織し，労働力を様々な経済部門と企業とに配分し，国家l乙属する大量の消費物資を勤労者lζ分配している点
で，そうである叫 (B. H. JIe阻止 IICC. T.39. CTp. 273. ) 
側 「人々の聞の社会的関連の新しい形態をうちたて，人々を労働ヘヲ|き入れる新しい形態と方式をうちた
てる乙とーこれは何年も何十年もかかる仕事である叫 (B. 瓦eHHH. IICC, T.40. CTp. 316.) 
(30) A. KOTJIﾟp. CHCTeMa TPYAOyCTpoHcTBa B CCCP, 8KOHOMH司eCKHe HaYKH, 1984，持3 ， cTp.51. 
(31) TaM lKe. cTp.50. 
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は，生産力のダイナミックなあらわれであり，また，社会主義のもとでの労働力の社会的形態
の特殊性によって条件づけられた，働き手の，活動の種類ごとの，社会規模の計画的配置に関
する直接に社会的な諸関係としては，下部構造的関係であり，さらには，国民経済に労働力を
保障し同時に労働能力ある住民を社会的労働へと関与させる，労働力配分の組織形態としては，
上部構造なのである。
このような組織形態はソ連邦の歴史的状況のもとでいくつかの変化をとげ今日に至ってし!な。
例えば，戦時共産主義時代の「労働義務J (TPY~OBaß nOBßHHOCTL) ，ネップの初期にみられた
「労働紹介所J (6ßp削 TPy~a) ，第二次大戦中の「労働動員J (TpY~OBaß Mo6ßnHaa~ßß) などは
過去の形態となっているし，移住，組織的募集，社会的アピールは大きく変化して現在もおこ
なわれている。
現在では，つぎのような労働力配分・再配分の組織形態が適用されている。
1.国家的な組織的募集
2. 自発的な移住
3. 他企業，部門そして地方への移動
4. 高等教育施設と中等専門教育施設そして職業技術教育施設の最上級生の国家的配分
5. 社会的アピール
6. 普通教育中等学校の最上級生の組織的な就職あっせん
7. 企業の自主募集
8. 就職あっせんピュローを媒介とした労働力配分(再配分)
乙のような組織形態の多様性は，労働力配分・再配分が様々な方向(地域間，地域内，部門間，
部門内等々)でおこなわれまた規則的にそして随時実施されているなどその種類が多様である
こと，しかもその場合には相異なる社会的主体(個々の市民，企業，全体としての社会)の利
害を調和的に考慮しなければならないということの反映で、ぁ三!
(32) í…・一組織形態の性格と特質は，社会の社会経済的発達水準fL，様々な経済的および政治的課題の内容
に，決定的I乙依存している叫 (TaM me, CTp. 51.) 
(3) í現在適用されている労働力配分組織形態は勤労者のみから成りたつ我々の社会の社会的構造に乙たえ
たものであり，社会主義的民主主義の勝利を反映している。乙れらの形態は，労働の普遍的義務性，自己の養
成と件牟癖にあった仕事を意識的に自由に選択できる個人の権利，そして物質的および道徳的刺戟の幅広い適用
に， もとづいている叫 (A. KOTnnp, CO~Ha四CTH'IeCKOe pa四peAeneHHe pa60哩叫 CHnhl ， CTp. 29. ) 
(34) これらの他にも，社会保障機聞による年金生活者の就職あっせん(労働医学専門委員会の指示に従う)
や退役軍人の就職あっせんそして内務機聞による刑期を終えた人々の就職あっせん(地方ソヴェトの指示に従
う)が組織形態として認められている。
(35) CM. , A. KOTnnp, CHCTeMa Tpy且OyCTpoHcTBa B CCCP, cTp.54. 
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そして，乙れらの組織形態の総体が，今日，ソ連邦lに乙おいて「国家的な就職あつせん制度」
(付rocωcy刊瓦m脚a叩pc凹TB鴎eHH叩削a制ß C叩班CTeM附a TPYA句叩c巾E町CTBa H脚aCeJIeH凹王lli叫置
主体となる「就職あつせん機関J (TPY瓦AOYCT叩pa制IiB帥am凪，lie opr、aH国bI)は以下の行論で詳しく紹介す
るよう lに乙様々であるが，とりあえず一応労働機関 (opraHLI no TPYAY) の管轄下にある組織形態
とそれ以外の機関に属するものに大別しておく。①労働機関の管轄下にある組織形態(労働者
の組織的募集，農業移住，若年者の組織的就職あっせん，就職あっせんピュロー) ，②その他
の機関に従属する組織形態(教育施設の最上級生の国家的配分，移動，社会的アピール，企業
の自主募集)0(3百
乙乙で注意すべきことは，同ーの住民グループ(いわゆる補充源泉)と組織形態との結びつ
きが決して単一ではないということである。例えば，若年者は，国家的配分や組織的就職あっ
せんだけではなく，組織的募集や社会的アピールによってまた企業の直接採用によって，生産
へ参加している。家事や副業に従事していた労働資源(主として女性)も，組織的募集や企業
の直接採用によってあるいは就職あっせんピュローを経て，社会的労働へと引き入れられてい
る。このように同ーの対象が様々な手段(組織形態)を媒介にして具体的な協業へ組み入れら
れているのである。
個々の企業と前述の「組織形態」との関連を，企業の「欠員」補充の観点から，まとめる乙
とが，本稿の課題である。以下の行論では，企業の自主採用を中心に，普通中等学校，職業技
術教育施設，中等専門教育施設そして高等教育施設の卒業生の配分を，学卒者採用として，ま
た就職あっせんピュローを媒介とした採用を，企業の自主採用を補完する存在として，取りあ
げ検討する予定である。従って，それ以外の，「伝統的形態」 (31 して位置づけられている，組
織的募集，社会的アピール，農業移住について，簡単にまとめておく。
通識出会生 (oprHa6削とは計画的な労働力再配分の基本形態の 1 つで、ある f組織的募集は失
業の一掃と労働紹介所の廃止後の1931年に導入され，工業や建設への労働力需要補充の基本形
(36)耳BIUKeHHe pa6o'le圃 CHJILI B KpynHoM ropoAe, cTp.210. 
(37) 乙のような分類が必ずしも唯一のものではない。例えば，他にも，0)媒介過程によって，第一次的配分
かあるいは第二次的配分か，@配分組織領域の目的によって，部門間あるいは地域間配分かそれとも部門内あ
るいは地域内配分か，の配分機関の媒介の性格によって，義務的配分かあるいは非義務的配分か，@組織化の
形態によって，集団的配分かあるいは個人的配分か等々に分類されるであろう。 (CM. ， TaM lKe, CTp. 192-
193: a.CapyxaHoB , YKaa. ∞司.， C叩.78. ) 
(38) :3. CapyxaHoB, YKaa.ω司.， cTp.79. 
側以下の説明は，特に注のない限り， TpYA H aapa60Hall nJIaTa B CCCP; TI. TIeTpo司eHKO ， H. JI lIC回目OB，
:3KoHOMHKa Tpy耳a B npoMLI回目HHOCTH ， :3KOHOl四日a， 1978; E. MarHHnKall , A. TIawKoB, PacnpeAeJIeHHe Tpy且OBLl X
pecyp∞B， TIpaBO'lHLle BonpoC:hI, IOpH耳目eCKall 耳目TepaTypa， 1980; TpYAoBoe npaBO, :3HnHKJIOneAH'I eCKH量叩OBapb，
COBeTCKall 3HnHKJIOneAHlI, 1979 I乙拠っている。
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態として位置づけられていた。従って，当時は，経済運営単位とコルホーズおよびコルホー
ズ員との間に契約が締結されていた。しかしその後，農業における余剰労働力の減少と都市部
の労働資源の増加にともなしち現在では，主として，都市住民を労働資源が不足している地方
に立地した企業や季節的生産部門(泥炭採掘場，木材調達等々)に補充する手段へと転化し
ている。これによって，部門聞においてあるいは共和国聞において(また州聞や州内部におい
て)労働力の再配分がおこなわれている。
組織的募集の実施は，連邦共和国の国家労働委員会および地万機関(自治共和国，地方・川、|
・市・地区の執行委員会の労働管理局)に課せられている。市や地区の労働機関が，直接には，
募集活動をおこなっている。すなわち，国家労働委員会が，企業の労働力需要および採用準備
状態を考慮して，組織的募集申請を検討し， 4 半期計画を作成しそれを管轄下の地方機関に伝
える。そして，市・地区機関が， 4 半期ごとに，計画を確立することになる。と同時に，地方
新聞，ラジオ・テレビを幅広く利用して，住民の聞に，労働者募集の情報が流される。組織的
募集は，個々の労働契約の締結によって，法的に，手続きが完了する。乙の契約を，地区(市)
機関が，企業の名前で，所与の地域(自治共和国，地方，州、1) に住む市民 (18-55才の男性お
よび18-50才の女性)と，締結する。契約期間は，基本的には， 2 ヵ年であるが，派遣先の地
方によって 1-3 年の幅がある。
組織的募集は現在で、も労働力の計画的再配分において重要な役割を果た d) 特に，労働力不
足の地域の企業はかなり幅広い規模の組織的募集に頼っている。組織的募集に応じる人々は，
技術進歩や建設の完了等々と関連して企業を解職された労働者や職員，除隊者，家事や副業l乙
従事していた人々，コルホーズで余剰労働力となった住民，都市や農村の若者などであるが，
年令的には， 40才までが圧倒的大多数を占めている。だが，乙の形態の規模と比重は本質的に
は減少したし減少しつづ‘けてお次)仲間部の規模の組織的募集が(ロシア共和国を唯一の例外
として) 60% を占めてし 144f
社会的アピール(06m;eCTBeHH鵬 H抑制B) とは，重要な新開拓地や国民経済的意義をもっ企
業や建設場の労働力不足を解消するために利用される，主として若年者を対象とし f!? 労働資
凶1) í労働者の組織的募集は労働力の計画的再配分において重要な役割を果たしている。J ( {CO:q. TPYA} , 
1983，利i2 ， CTp. 72. ) 
(41)組織的募集の「規模と比重は本質的に減少したしまた減少しつづけているり(耳Bßme田e pa6o'lﾟ x K伺­
pOB Ha UpOMhlmJIeHHhlX upeAupßIITßIIX, 8KOHOMI'IKa, 1974.) í現在では，組織的募集の役割は…・・他の組織形態
の発達によって…・・・減少したり (OCHOBhI BKOHOM KﾟI'I TpYAa , Mry, 1976, CTp. 29. ) 
(42) {Co:q. TPYA} , 1983，持2 ， cTp.74. 
制 「アピールの助けを借りて配分される人々の大多数はすでに国民経済で働いている若年者である。しか
し，アピール l乙応答し仕事に派遣される青年の若干の部分はそ乙ではじめて自主的に労働活動にはいるり
(A. KOTJIllp, Pa60司all CI'IJIa B CCCP, CTp. 134.) 
98 宮坂純一
源の地域間および部門間再配分の社会的組織形態の 1 つである。これは， 1956年から， QK 
BJIKCM の指導のもとで，コムソモール組織によって実施されたもので、ぁザ?連邦共和国の中
央コムソモール委員会がその組織者で、ぁイ!アピールに応答した若者は「コムソモール優待券」
(KOMCOMOJICK8ﾘ TyreBK8) を携えて「労働部隊」の一員として，「一時的にあるいは恒久的I21
派遣されていく。 1974~77年 11:::' ， 43万人が派遣されたと言われている。
乙の組織形態は，その他の組織形態と比べて，つぎの点で，優れている。第 1 1[.，必要な労
働力をすみやかに，しかも他の形態では考えられない規模で，補充できること，第 2 1乙，かな
り高い学歴の，意識の高い，先進的な若年者が，確保できる乙とで、ぁよ!乙のような優越性は，
社会的アピールが，「もっぱら自発性原員|白川とづいて，党組織の指導のもとに社会的組織
(主として，コムソモール組織)によって実施される，という乙とに起因している。だが同時
に，社会的アピールに拠って派遣される人々は「物質的吋51 保障されている。例えば，支度
金，赴任手当が当然の乙ととして支給されるほかに，勤続年数は，その間，中断きれないし，
(51) 
最初の 3 カ月間は高い賃金が保障され，生活必需品への無利子の貸付も利用する乙とができる。
農業移住 (ceJIbKOX03øßCTBeHHoe nepeCeJIeHße) は農業住民の地域再配分の伝統的形態である。
乙の移住の特徴は，個々人だけではなく，家族全員が移り住むという点にあと農業移住の組
織原則は，組織的募集の組織原則と，基本的には，一致し，移住計画は連邦共和国の年開発達
計画と国の国民経済計画の一部分を成している。この組織形態は新たに開拓された地域に要員
を補充する場合に今日でもかなりの役割を果たしている。例えば， 1977年度比は， 35000 家族
が移住した?
体心 Tpy耳 H aapa60THaﾟ IIJIaTa B CCCP, cTp.238. 
位。 E. Bo曲哩eHKO ， YKaa. ∞司.， cTp.73. 
(46) 3. CapyxaHoB, YKaa. ∞'1.， CTp. 102. 
(47) TaM me, cTp.103. 
(48) CM. , E. MarHH~Kaß H 月py. ， YKaa. ∞哩.， cTp.102. 
(49) r社会的アピールの特徴は，乙の……形態が，主として，道徳的，精神的刺戟の利用に，若年者のソビ
エト愛国主義という高潔な感情に，もとづいている乙とであるり (A. KOTJIßp, Pa60鴨ß CHJIa B CCCP, cTp.134.) 
側 「社会的アピールは労働への道徳的刺戟と物質的刺戟の結合にもとづいている叫 (E. MarHH~Ka耳目岬y. ，
YKaa.ω'1.， CTp. 103.) 
(51) CM. , TpYA H aapa60THaﾟ IIJIaTa B CCCP, CTp. 239; A. KOTJIßP, Pa6o'laﾟ  CHJIa B CCCP, cTp.134. 
倒 OCHOBLI aKOilOMHKH TpYAa, cTp.30. 
(53) :3. CapyxaHoB, YKaa.ω'1. ，伺p.92.
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学卒者の採用
3. 1.普通中等学校の卒業生の配分
3. 1.1.普通中等学校の現状と職業指導
ソ連邦の教育制度はつぎのような教育から成ってい d!
学令前の児童のための教育
3. 
(1) 
普通中等教育
学校外教育
職業技術教育
中等専門教育
高等教育
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
ソビエトの学校制度
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『教育学講座(l ).n学研， 1981年， 169ページ。(出典)
CBOA 38KOHhI CCCP, T. a, HaBecTßH, 1983 , CTp. 203. (54) 
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ソ連邦の児童は，学令前児童教育機関〔保育所 (1 ~ 3 才) ，幼稚園 (3 ~ 6 才) J を経て，
7 才から普通教育学校において普通中等教育をうける。普通教育学校として，型域によって，
初等学校(l ~3(4)学年J ， 8 年制学校 (1 ~8 学年) ，中等学校 (1 ~10学年J が，存在し
ている。 8 学年と 10学年に卒業試験が実施される。
普通教育学校では，一般教育とともに労働教育そして一般技術教育がお乙なわれている。〈中
等普通教育学校規約〉によdb，その主要な課題とは以下のものである。
(1) 社会進歩および科学技術進歩の現代の要求に合致した普通中等教育を生徒に与え，科学の
基礎知識とそれらを自立的に補充する能力を習得させる乙と。
(2) 若い世代のなかに，マルクス・レーニン主義世界観を形成し，ソビエト愛国主義の高度な
感情一祖国・民族・ソ連共産党への愛，社会主義祖国の防衛の覚悟ーを育成する乙と。
(3) 生徒に，全面的に調和のとれた発達，倫理的および身体的育成，健康の強化，正しい労働
教育を保証し，生活，意識的な職業選択，積極的労働および社会的活動に必要な準備をして
やる乙と。
8 学年修了者は， 8 学年教育修了証書を授与され，普通教育学校の 9 学年，職業技術教育施
設そして中等専門教育施設に入学する権利を獲得する。また，中等普通教育学校(すなわち，
10学年)を終了した生徒は，中等教育卒業証書を授与され，高等教育施設，技術学校そして短
期の中等専門教育施設に入学する権利を得る。以上はさらに教育施設において，生産を離れて，
学業を続けてい乙うと決意した生徒たちの進む途であるが，それ以外の生徒は， 10学年終了後
に(以前は 8学年終了後も)経済機関(以下の行では企業に代表させる)に就職する途を選択
することになる。
いずれの途を選択するにしても重大な意思決定を強いられるが，ソ連邦では，乙の点，職業
指導 (npo40PÐeHTa~Hß) 制度が国家的に組織されその整備が急速にすすんできている。単に就
職指導だけではなく進学のコース選択の指導をも含む乙の職業指導は，教育学的アスペクトを
(5'n 含む複雑な現象である。だが「経済的過程としての職業指導とは，個人の能力と杜会の欲求が
考慮に入れられた，話しあいによる (nocpe尻町BOM y6e阻AeHHß) 一定の適性の形成を通じた，
問教育がロシア語でお乙なわれていない学校では，教育期間が11学年になっている。 (T8M me, CTp. 258.) 
(56) C M. , T8M me，巴Tp.257-267.
(間 「職業指導は，複雑な，多面的な，総合的な現象である。それは，方式の点では，教育的であり，自然
科学的基盤の点では，精神生理的および技術的であり，規模の点では，国家的であり，社会的基盤と具体的結
果の点では，社会経済的である叫 (A. COolloBbeB, llpocfB∞，IIOH8011bH8ß oplleHT問IIß BωR・ 06~eCTBe， 9KOHOMIIK8 , 
1979, cTp.6.) 
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職種と仕事場所の選択の管理で、あるfそして，その目的哨しては，「社会主義社会の職業指
導の目的は，労働力の養成・配分・利用の計画性の強化を基礎として，社会的生産の効率の向上
そして社会のすべての成員の能力の開発と適用や個性の全面的発達のための真の可能性の拡大
を保障することで、ある!?とされている。
ソ連邦では，職業指導と職種選択の問題が， 1920年代に，モスクワの中央労働研究所とハリ
コフの労働研究所においてはじめて研究されはじめた。そして， 1959年の 8 年間義務教育制度
への移行後，職業指導が再び科学的研究の対象となったのである。 しかし， それは長らく教育
学者や心理学者によって研究され続けてきたので、あっ d! それが今日複雑な現象として以前に
も益して注目されだした背景の 1 つとして流動性という問題がある。すなわち，誤った職種選
択が高水準の流動性の原因であるという認識である。例えば，若年労働者の仕事場所の選択の
動機と適応状況の関連を示す次のような資料が存在している。乙れは ， 1966年-70年に， モス
表 9 若年者の企業選択動機と労働活動指標
選 択 動
学校の教師の忠告
両親の忠告
学友の実例
就職委員会の忠告
企業広告
機
企業をまえもって知っていた
教育施設のプロフィ→ルに近い
企業の教育基盤
仕事と学業の両立可能性
労働支払
企業と居住地が近い
寮がある
平 均
その動機を示
した者の比率
1. 66 
15.29 
19.59 
3.26 
15. 79 
7.49 
6. 7 
4.07 
9.63 
5.6 
15. 77 
7.56 
労働満足者の
割合 (%) 
61. 9 
58.5 
55.2 
53.7 
47.6 
55.9 
52.1 
51. 9 
49.0 
51. 8 
40.4 
33.7 
51. 7 
企業にとどま
ろうとした者
の割合(%)
34.5 
31. 3 
26.3 
21. 3 
23.1 
33.8 
35.4 
27.9 
26.0 
32.4 
29.2 
20.2 
27.3 
出典: COD;ßa品E昨日ROHOMßQeCRße BonpochI opraHﾟ aaD;ﾟ ﾟ Tp四a， 1974 , cTp.52 , 53 , 55 , 56. 
(58) TaM lKÐ, cTp.6-7. またつぎのようにも定義されている。「職業指導とは，社会的欲求を考慮に入れた
うえで，適性，能力，教育i乙応じて，若年者を意識的な自由な職種選摂へと準備させる方策システムである叫
(8. CapyxaHoB, YKaa・∞'1.， CTp. 31.)さらには，法学的には，職業指導とは「社会の利益を考慮に入れて若
年者l乙職種選択上の助力を与える乙とを目的として国家機関および社会的機関によって実施される諸方策の複
合体」である，と定義されている。 (E. MarHß~Kaß ß 且py. ， YKaa. ∞可.， cTp.36.) 
(59) A. COJIOBbÐB, YKaa. ∞'1.， CTp. 7. 
(60) CM. , OCHOBHblﾐ np06JIﾐMbI p~1I0HaJIbHOrO ßCITOJIb船BaHßß TPYAOBblX pÐCypωB B CCCP, HayKa, 1971 , 
CTp.263-264. 
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クワ大学経済学部労働資源研究所が15~29才の若年労働者を対象として実施した調査の結果で
ある。そして，乙の結果から，企業と学校との関連をヨリ密にして職業指導活動に企業が積極
的に参加するように勧告されていぷ!だが，「残念なことに，若年者の職種選択がいまでも自
然発生的におこなわれ，偶然的な状況に依存していることを認めざるをえない。若年者たち
は自己の能力をしばしば客観的に評価することができない。彼らは，将来の職種を，その外的
信Bな特徴だけを基礎として選択している」と， 1970年代後半にも指摘されていた。
職業指導の客観的基盤は社会的分業手弘る。機械生産の発達が分業を発達させ深化させ多
数の職種や専門職をうみだしている。従って，職業指導は，資本主義のもとでも，社会主義
のもとでも，おこなわれている。だが，その社会的課題，性格そして可能性が，原則的に，
相違している。例えば，エル・エリフォンド (JI. 3m，φOH，Il;)はつぎのように説明している。
「資本主義社会では，職業指導は搾取を高める道具として役立つており，社会的不平等と階
級的相違を固定する手段でもある。しかも，その可能性は制限されている。自然発生的に形
成されている労働市場の諸条件，若年者の社会的所属と資産状態，教育差別が…実際の職種
選択を宿命的に決定してしまっている。資本主義のもとにおける職業討陣幕の課題の階級的性格
と可能性の限界は，ブルジョア学者によるその概念の定義にも反映している 0 ・…一能力，家
族の地位，労働市場の状態を考慮して，若年者に職種選択の助力を与える活動。社会主義の
もとでのみ，個々の個人の標準的生存の最重要な条件(就業)が保障され，人間の能力の個
人と社会のための全面的研究，発達，適用の幅広い可能性が，あらわれる。乙れらの可能性
の実現は，生産の計画的発達，資本主義に固有な階級的およびその他の制約の欠如，無償教
育制度の創造と発達，勤労者の福祉の向上，労働条件の改善等々によって，条件づけられて
いd:(傍点原文)と同時ι エリフォンドは，資本主義諸国で適用されている職業指導と
職種選択の技術的方法と組織的原則が研究に値し批判的に利用可能であることを認めてL12 。
そして1980年代の今日で、は，職業指導活動が，普通教育学校，職業技術学校，中等専門教育
施設，高等教育施設，企業において集中的に実施され，同時に，地区・市・州規模の諸官庁連
合部局においてもおこなわれてきている。具体的にその機関をあげて説明するとつぎのように
制) COU;ß8nLHo・ 3KOHOMß'IeCKße HO碍OChI opr8Hﾟ88U;ﾟ  ﾟTPYA8, MI'Y, 1974, CTp. 56-57. 
開 r. MOP08, IIpoφopßeHT8IJ;ßH - o6m;erocYA8pCTBeHHOe Aeno, Cou;. TPYA, 1977, J伯， cTp.113. 
(63) a. C8PYX8HOB, YK88. , CTp. 30. 
側 OCHOBHhle npo6ne岨 P岡田H8nLHoro ß阻onL80B8HßH TpYAOBhlX pecyp∞B B CCCP, CTp. 261-262. 
(65) T8 M me. 
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なっている。生徒の職業指導活動の組織化のために，人民代議員地区(市)ソヴェト執行委員会
の附属として，普通学校，その他の教育施設，企業，社会的組織そして両親の参加を得て，職
業指導委員会 (KOMMHCHH rro rrpoやeCCHOHaJIbHO輩 opHeHTaD;HH H COAeHCTBHIO Tpy月OBOMY yCTpOHCTｭ
By BblrrycKHHK叫が設置されてし146! 共和国，地方，州には，諸官庁連合職業指導会議が設置
され，労働組合，コムソモール，職業教育施設の代表者，労働機関の代表者，中等専門教育施
設の代表者，高等教育施設の代表者，出版・テレビ・ラジオの代表者が，参加してい♂そし
て，若年者の職業指導活動全体の調整をおこなう機関として，ソ連邦教育省附属諸官庁連合職
業指導会議が存在している。乙の会議には，ソ連邦ゴスプラン，ソ連邦国家労働委員会，全ソ
労働組合中央評議会，全ソ・レーニン共産青年同盟中央委員会およびその他の関係省庁の代表
者が，出席すd! そして最終的には，ソ連邦国家労働委員会がその調整をおこなってし146! ま
た，中等普通教育施設には，職業指導学習キャビネットが組織されている。さらには，企業に
においても，労組委員会 (φ3MK) 附属として若年者職業指導ピュローが設置されている。
ただし，乙れらの乙とは，いうまでもなく，現在のソ連邦において，乙の職業指導活動が
完成されているということにはつながらない。事実， 1983年に，若干の共和国(ロシア，モ
ルタ守ヴィア，ラトピアなど)を除いて，必ずしも職業指導の国家的システムが整備されてい
ない乙とがf旨摘されてい坑
このように職業指導は技能労働者 (KBaJ問中'H D;HpOBaHHbI蹟 pa60QHO) 養成の 1 つの条件として
位置づけられ，教育制度の改革ととも lg 、ノ連邦で、はこれに重大な関心が払われていよ!この
職業指導の要因として，職業情報，職業相談，職種選択，職種適応が，基本的には，区別され
(6) E. MarHH~Kafl H 耳py. ， YKaa.ω司.， cTp.3 7 . 
(67) Tpy耳 ß aapa60THafl nJlaTa B CCCP, CTp. 447. 
(68) TaM me, CTp. 447; E. MarHß~Kafl ß 耳py. ， YKaa. ∞'1.， CTp. 31. 
側 「職業指導活動の調整は、ノ連邦国家労働委員会にゆだねられているqJ (Co~ßaJlßaM ﾟ TPYA, CJlOBapb-cnpaB-
O'lHßK, 日明aTe品CTBO nOJlHTﾟ'IeCKOa JlßTepaTypLl, 1985, CTp. 153. ) 
側 TpYA ﾟ aapa60THafl nnaTa B CCCP, cTp.447-448. 
。1) B. TOTanoBß'I, Tpy耳OyCTpOßCTBO BLlnycKHHKOB o6~eo6paOOBaTeJlbHLlX illKOJl, Co~・ TPYA， 1983, Nt5, cTp.87. 
(72) OCHOBHLle BonpOCLI ……, cTp.261. 
同) ソ連邦では， 1958年までは 7 年制学校が義務制であり，その後 8 学年が義務制となり， 1977年からは10
年制(完全中等教育)が義務教育となり， 1986年からは11年制度の実施が予定されている。
(7心 ソロビエフは，職謝俸尊組織化原則として，総合性，普遍性，中央集中制をあげている。同時に，彼は，それ
ぞれの点で琴躍のソ連邦の職業苦昆幕活動の瑚則乙は改善すべき乙とが多数ある乙とを認め，特l乙，中央集中化の点
での立遅れ(例えば，企業聞において労働力の引き入れ競争がお乙なわれ，職業指導が自然発生的性格を帯び
縄張り主義的利害が支配的である乙と)を鋭く指摘している。 (A. COJlOBbeB, YKaa. ∞哩.， CTp. 77-94. ) 
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ていよ!これらは同時にその段階でもあり，実現形態でもあり，独自な内容を有している。職
業指導活動には多数の機関が関与し，その内容も多岐にわたっているのであるが，以下の行論
で、は，本稿l乙直接関連しているものに限定して簡単に触れてお乃
職業情報 (npo争eCCHOH3JIbH3S HHやOPM3U.HS) 乙れは，労働能力ある住民なによりもまず普通
教育学校で学んでいる若年者に，基本職種，専門職，その内容，労働条件，労働組織，労働制
度と労働支払等々について，また同じく職種習得の形態と期間，就職の可能性および昇進の可
能性について，知らしめることを目的としている。乙のような情報活動は多様な形態でお乙な
われている。例えば，労働者や技手たちが教室で話をする乙と，学生向けの会社見学の実施や
「門戸開放日」の設定，企業内の労働生活を描写した展示会の開催，優秀労働者の祝賀会に様々
な年令の学生を出席させる乙と，企業の代表者たちのテレビ・ラジオへの出演が，その代表的
存在であろう。
職業相談 (npo炉OHCYJIbTau.HS) 人間の健康状態，精神生理的および社会心理的資質，学業成
績，関心そして志向の分析にもとづいて，なんらかの職種の選択の場合に，一定の勧告をおこ
なう乙とが，乙の基本的課題である。問題は，外部(職業相談会議)からの説得ではなく，相
談員と相談者の信頼関係のもとで，意志決定がおこなわれることである。
職種選択 (npoφOT6op) とは，人間の個人的資質や特徴づけと職種や職務の一致度の決定であ
る。社会主義社会では，このことができる人間とできない人間の選り分けを意味するものでは
ないことが強調されている。ある人聞が所与の職種の習得l乙生来より適しているにすぎないの
である。
職種適応 (npoφeCCHOH3JIbH3S 1lJ¥3nT3u.HS) とは，職業指導の最終段階であり，新しい働き手
が，生産の要求，作業制度，作業域，職種義務の遂行等々に徐々に適応していく過程である。
この過程は，教育施設ではじまり企業で続けられるともいわれているが，「企業の特殊な機能?
であり，別の機会に詳しく検討する予定で、ぁ弐
職業指導活動の基本的環は普通教育学校で、ぁ Z! ここでは，普通， 5 ~ 6 学年から活動がは
じまり終了時に完成する。普通中等学校の職業指導は，単に生徒I乙職種上の関心や能力をあき
間職業指導は，職種情報，職種選択そして本来の職業指導の 3 つの相互に条件づけあう要素の統ーとして
理解されることもある。 (CM. ， TaM lKe, cTp.10-11.) 
側特l乙注記しないかぎり， :3. CapyxaHoB, YKaa.ω''1.と T. 3apHXTa, H. HaaHMOB, Pa~HOHa.nbHoe Hcno.nｭ
bﾟOBaHHe TPYAOBhlX pecyp∞B MO.nO.戚lKH ， :3KoHoMHKa, 1970からの引用である。
(77) K>. ABepH'IeB, IIpo<<ÞoPHeHTa~HJI Mo.nOAelKH H npeCTHlK pa6o'le量 npoφeOOHH ， Co~・ TPYA， 1977，地6 ，cTp.132. 
(78) とりあえず拙稿「ソ連企業の人事管理(工) J , {経済論集> (北海学園大学) ，第29巻第 1 号を参照され
fこし、0
(79) :3. CapyxaHoB, YKaa. ∞'1.， CTp. 35. 
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らかにするだけではなしそれらを育成し，いかなる領域においてそれらが最大限に利用され
るかを見きわめ，職種選釈に助力を与えることを目的としてい d! 職業指導はすべての教育過
程と結びついて実施されているが，正規の授業だけではなく課外活動においてもお乙なわれて
いる。例えば，すでに触れたととし様々の職種の代表者や職業技術教育施設の生徒との会談
が重要視され，会社見学もおとなわれている。そして，多数の学校が企業と密接な関連を維持
し，生徒に，職種，その内容，国民経済の需要を知らせ，労働教育のヨリ一層の展開をめざし
て様々な試みを実施してL1lbf，それらのなかで，特f[_，職業指導の「前途有望な?形態とし
て注目をあつめているものの 1 つに諸学校連合教育生産コンビナート (MemmROJILHHe y'le6Ho・
npOHBBO耳CTBeHHHe KOM6HH8ThI)がある。
乙れは， 1974年 8 月 23 日付のソ連邦閣僚会議の決定〈…・・・諸学校連合教育生産コンビナート
トの組織について〉にもとづき，連邦共和国の教育省の同意を得て，人民代議員市・地区ソヴ
ェト執行委員会によって創設されたものであり，普通教育施設の 9 ~10(11)学年の生徒の労働
教育と職業指導のヨリ一層の改善をめざしている。乙のコンビナートは労働要員に対する地方
の需要に乙たえたものであれ所与の地区(市)の学校の生徒やその両親のなかでは「職業指導
センター?として位置づけられている。企業が積極的ゆ加している乙とも乙のコンビナート
の特徴である。具体的には，コンビナートと契約を結んだ企業のー構造小部門として，教育職
場・職区・キャビネット・研究所が，コンビナートに，組織され，技能労働者や技術労働者
(1ïITP) が学生の教育指導にあたっている。乙のコンビナートの基本的課題は，生徒に，労
働過程や労働者の労働内容を知らしめること，意識的な職種選択の準備という目的で生徒に職
業指導を実施していること，選択した専門職について生徒に初歩的な労働技能を教育する乙
とである?例えば，コンビナートでは，生徒たちは，コック，販売士，裁縫士，運転手，仕上
(80) í普通教育学校において，若年者の職業指導活動の第一段階がおとなわれる。・…・・職業技術学校やテフ
ニ;クムで第 2 段階がはじまり……，企業における職業指導の第 3 段階では，この活動の育成的アスペクトを重
要視し，自己の職種への愛情を植えつけ，労働者のなかに高度な意識と社会的義務感そして自己の労働の重要
性の理解を形成することが重要である叫 (M. KOBpHrHH, IIoAroToBKa pa60四X K咽，poB B Y伺OBHlIX HaY'IHO・ TeXH.
H'IeCKOﾟ peBO担IO~H ， 11抑制明aT， 1981, CTp. 39. ) 
(81) í経験は，学校が企業との密接な接触のもとで職業指導活動をお乙なう時に，その職業指導活動が最大
の効果をあげる乙とを示しているqJ (OcHoBHhle upoðne岨 p~OHanLHoro HCUOUL80BaHHlI・ H・..， cTp.277.) 
(82) E. C醐pHOB， 0 HeKOTophlX upo?eMax yupaBneHHlI TPYAOM B ∞BpeMeHHhlX ycnoBHlIX, Co~・ TPYA， 1978, 
持3 ， cTp.114. 
(83) E. MarHH~Kall H APY. , YKas. ∞司.， cTp.37. 
(84) TpYAoBoe upaBO, COBeTCKal aH~HKnoue瓦HlI， 1979, cTp.448. 
(85) E. MarHH~Kall H APY. , YKas.ω可.，悶p.37.
(86) A. ConOBLeB, YK8S. ∞司.， cTp.64. 
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げ工，旋盤工，機械化専門家，製図工，フライス工，打刻工等々の職種を，習得していま!
モスクワでは， 1977年現在で，すべての地区にコンビナートが創設された。そして，コンビ
ナートの数は，国全体で， 1975年の250が1976年には500へと倍増し， 1982年には2000 1[.達してい
る。個々のコンビナートは平均して10校に奉仕し， 10職種について上級生に教育している。例
えば，モスクワのチェルムシキンスク地区では，その地区の12企業と 27校の参加のものでコン
ピナートが設立された。また，パウマンスク地区では， 1975~76年に， 1300人の生徒が様々な
職種について教育をうけていた。ここで、は，「教育と生産的労働が有機的に結合しているので
ある叫
3. 1.2. 生徒の組織的な就職あっせん
すでに述べたととし普通中等学校の生徒が進路の決定を迫られる時期は10 ヵ年に 2 回ある。
8 学年あるいは10学年の終了にともなう卒業式の後である。いままでは 8 学年の終了した生徒
は，中等普通教育学校で教育を続けるか，職業技術教育施設あるいは中等専門教育施設に入学
するか，または直接企業において生産教育をうける，すなわち仕事に就いていた。最後の場合には，
彼らは，企業において直接組織されている夜間(交替)普通教育学校に登録され，そ乙で学ん
で、い f!! だが， 10 ヵ年の完全中等教育が国民の義務となった1970年代後半からは状況が変化し
てきた。すなわち， 8 学年を終了した生徒は上級学年にすすむか，職業技術教育施設に入学し
て完全中等教育と職業教育をうけるか，中等専門教育施設に入学して中等教育をうけ同時に専
門資格を取得するかのいずれかの途を選択することになったのである。そして， 10学年を卒業
した生徒は，高等教育施設や技術学校等々へすすむか，あるいは企業において労働活動をはじ
める乙とになる。
例えば， 1968年には，ウクライナ共和国では，普通教育学校の卒業生の進路はつぎのようで
あった(表10)。
そして今日 (10学年義務教育制度の定着後)では，例えば， 1976年には， 8 学年終了者のな
かで、 9 学年に進級した生徒が51. 0%，職業技術学校に入学した生徒が30.4%，そしてテフニク
ム(中等専門教育施設の代表的存在であり，その詳細は後述)に入学した生徒は， 18.6%であ
った。また， 10学年卒業者に関しては，その45~50%が生産活動に従事し， 20~25%が高等教
育施設に，また10%がテフニクム 1[. ， 10~12%が技術学校1[.，そして 8~10%がその他の教育
信わ M. KOBpurüB , YK8a. ∞'1.， CTp.39. 
側 10. ABepü 'leB, YK8S. ∞哩.， CTp.133. その他の具体的事例については，例えば， COD;. TPYA, 1978，地 1;
COD;，・ TpYA， 1978，持3 等々を参照の乙と。
(89) CM. , E. M8rB?D;K8?u 耳Py. ， YK8a. ∞司.， cTp.30. 
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表10 卒業生の進路状況(%)
生産を離れて学ぶもの全体…・・・
内訳
高等教育施設・・....
テフニクムやその他の中等専門教育施設…
普通教育学校の 9 学年・…・・
職業技術学校や技術学校-・…・
技能資格を与えるその他の教育施設……
国民経済就職・・…・
その他…
8 学年
88.2 
11. 2 
58.8 
15.6 
2.6 
10.1 
1.7 
10-11学年
44.8 
14.5 
12.4 
11. 3 
6.6 
50.1 
5.1 
出典: T. 3apIIXTa II 瓜py. ， Pa~IIOHa~bHOe IIcno呂田OBaHlIe TPYAOBbI玄 関CypCOB
MO~O月earn:， :3KoHOMlIKa, 1970, cTp.136. 
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施設に入学していd! 乙のように，普通教育を終えた17才の若者の約半数近くがはじめて生産
に参加していく。
普通教育学校を卒業した若年者たちはいくつかの経路を経て生産に参加している。例えば，
地万国家機関の就職あっせん l乙よって生産手段と結合することもあるし，企業自身によって採
用されることもあり，あるいは社会的アピールや組織的募集を通して生産にはじめて参加する
場合もある。また最近では，就職あっせんピュローを通して就職している若年者も増えてきて
いる。彼らはいずれも「職種をもたずに11)生産に参加している。従って，職種はそれぞれの企
業において獲得されることになるのであり，低い技能資格を有した要員が形成される。
ソ連邦には採用予約 (6pOHH 月四 nplIeMa) という制度があとこれは一定の範轄の市民の
採用のために企業や組織に割りあてられている最少限の作業域を意味している。対象となる
市民とは， (1)普通教育学校を終了した若年者， (2)職業技術学校と技術学校を終了した人々，
(3 )18才未満の青年〔例えば，なんらかの原因で普通教育学校を中退した学生，全日制から夜
間(通信)学校へ転学した勤労学生〕である。乙のような採用予約は，若年者が自己の労働
(90) 8. CSPYXSHOB, YRsa.ω哩.， CTp. 34~35. 
。1) T. 3SpHXTS H APY. , YRsa. ∞q. ， cTp.165. 
倒 「バランス計算を基礎として，企業には，それがどこに所属しているかに関わりなし若年者の採用と
然るべき作業域の準備に関する課題({予約))が定められている叫 (II. IIeTpoqeHRo H APY. , YRsa. ∞q. , 
CTp. 247.) 
純権を実現する重要な保証となっている。採用予約は，国民経済の個々の部門ごとに，企業の
総労働者数の0.5-10%の範因に定められている。若干の数字を示すとつぎのごとくである。
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国民経済部門ごとの若年者採用予約規模
(1966年 2 月 2 日付決定による数字)
表11
\1J
ノ
均平合の割員る職すと制模者に働数労人規/t-\国民経済部門
学
鉄
鉄金
油工
油加
炭
車
産
3 
3 
3 
0.5 
2 
1 
2 
業業属業業業
工
化製非採石石
2 1 工
0.5 - 1. 5 
5 
-10 
4 
7 
業
業
産動
子
自
菓
出典: CBO耳 aaROBOB B CCCp, T.2 , cTp.437. 
労働組合とコムソモール機関が，個々の企業が予約にもとづいた採用計画を遂行しているか
否かを，統制している。
乙れは組織的就職あ乙こで問題としたのは地方国家機関による若年者就職あっせんであり，
(opra 乙の組織的な就職あっせんはロー
カルな規模で、お乙なわれている。すなわち，各々の連邦共和国内部において，地方・州・市・
地区の人民代議員ソヴエトの附属として(自治共和国がある連邦共和国では，
っせん
自治共和国の閣
僚会議附属としても)創設された若年者就職あっせん委員会が，乙の業務を，直接担当してい
乙の委員会ぱ各レベルのソヴエ卜執行委員会に属している。そして，各々の共和国全体の
就職あっせん活動の調整機関として，若年者就職あっせん共和国委員会が存在している。
若年者の組織的就職あっせんは現在就職あっせん委員会によってお乙 JJLれている。委員会
のメンバーは，党組織，労働組合組織，
る。
コムソモール組織の代表者，企業の代表者，一般教育
。3) OCHOBLI aKOHOMHKH TPYAß, CTp. 31. 
例以下の説明は，主として， aﾟ KOHoAﾟ TeJILHye ﾟ KTY 0 TpYAe, IIoJIHTH;JAﾟ T YKPßHHLI, 1976, CTp. 456-457 
I乙依る。
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学校と職業教育施設の代表者から成り，労働委員会の職員が委員会において基本的な実践活動
をおとなっている。これらの代表者のメンバーによって，就職あっせ人委員会は若年者を労働へ
と適時に継続的に百|き入れる乙とに関心をもっているすべての当事者の連結環として位置して
v， る。
乙の委員会の活動はソ連邦そして連邦共和国の閣僚会議の多くの決議によって調整されてい
る。基本資料は若年者就職あっせん計画課題であり，乙れは連邦共和国閣僚会議で確認される。
例えば，ロシア共和国の地区・地方・共和国レベルの計画課題は，普通中等教育を終了した若
年者の作業と学習への配分バランス計算を基礎として，ロシア共和国ゴスプランとロシア共和
国国家労働委員会によって作成されている。そしてこの計画にもとづ、いて，就職あっせん委員
会が，就職あっせん計画課題実現のために一連の処置を計画し実施する。委員会は，企業から，
若年者向の作業域の存在，職種と専門職，教育訓練および作業条件について，情報をうけとる。
乙れらの情報は職業指導の実施のために学校におくられる。また，中等普通学校の校長は，卒
業の 3 カ月まえまで、に，委員会に10学年終了者の人数を通知しなければならない。乙の委員会
の就職あっせん決定は企業にとって義務的な性格のものである。
3. 2. 職業技術教育施設の卒業生の配分
3. 2.1 .職業技術教育施設の現状
ソ連邦では，技能労働者の養成が国家的な職業技術教育制度ならびに生産で直接におこなわ
れている。国家的職業技術教育制度とは具体的には職業技術教育施設の乙とである。乙の職業
技術教育施設は若年者の職業技術教育の基本的な学校として位置づけられ，無料で教育がおと
なわれている。そして，卒業生は，国家試験委員会の手によって，習得した職種について 2-
4 等級の技能資格が認定されて t"' るT
現在では， 4 つのタイプの職業技術教育施設において，技能労働者が養成されてい♂ (1) 中
等職業技術学校(これは 8 年制教育終了を入学資格としており，中等教育を有する労働者を養
成している。教育期間は 3-4 年である 0) (2)技術学校〔乙れは中等普通教育学校 (10年制学校)
を終了したものを収容しており，教育期間は 1-1.5 年である J 0 (3)職業技術学校(乙れは 8 年
制教育終了を入学資格としている点で中等職業技術教育と同じであるが，教育期間が 1-2 年
であり，中等教育をおこなっていない)0 (4)夜間(交替)職業技術学校(とれは生産で働いている
。5) CM. , 3KOHO阻K8 TPYA8, CTp.391. 
(96) TpYAoBoe np8BO, cTp.361. 
開 CM. ， M. KOBpørøH, YK8S. ∞司.， cTp.48-49. 1980年の「規定」では，乙れら以外にも，労働者の訓練
・再訓練のための職業学校も指摘されている。 (CM. ， CBOA S8KOHOB CCCP, T.3, cTp.297.) 
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労働者の訓練・再訓練および技能資格の向上を目的としている)。乙のように，乙れらの職業技
術教育施設は 8 年制学校あるいは中等普通学校を卒業したソビエト市民を入学させている。全
日制では30才以下に年令制限がおこなわれているが，夜間(通信)学校では年令に制限がもうけ
られていない。そして，乙の職業技術教育制度では1500の最も基本的な (H姐60Jlee MaCCOBhI並)
職種について労働者要員が養成されているのであり，国全体の勤労者のすが職業技術教育施設
の卒業生で、ぁ d!
ソ連邦でよ)職業技術教育は1919年のロシア共和国人民委員会議の法令「職業技術知識の普
及措置について」によってその発達の基礎が与えられた。そして， 1920年の末比は「企業と密
着した教育をめざした」工場技能学校 (φ3Y) が設立され， 1921年に「工場技能学校規定」が承
認された。乙れは，教育と生産的労働を結びつけ，一般教育，職業教育そして政治教育を実施
した「新しい社会主義的タイプの」教育施設であった。 1929年l乙，党中央委員会11月総会の決
議によって，工場技能学校は職業技術教育局 (rJl aBIIpOφo6pa) から経済機関へと移管され，個
々の企業に直接従属する乙とになった。工場技能学校にはいくつかの種類があった。 (1)3-4 
等級の労働者を養成する教育期間が 2 ヵ年の工場技能学校， (2) 5 -6 等級の万能工 (pa60'lHO'
YHHBepCaJl)を養成する 2.5- 3 年教育の工場技能学校， (3)高熱練労働者(調整工や検査工)を
養成する 3-4 年の教育期間の工場技能学校。工場技能学校はその後の技能労働者養成の基本
形態となり，職業技術教育はこの学校を中心に発展していった。 1929-40年に，工場技能学校
において 230 万人以上の技能労働者が養成された。
1940年10月 2 日のソ連邦最高会議幹部会令「ソ連邦の国家的労働資源についてJ が職業技術
教育の発達に「新しい重要な段階」を画した。乙れにもとづいて，国家労働資源学校 (Y'IHJlHm;a
H illKOJlhI rOCYAapCTBeHHhIX TPYAOBhIX peaepBOB; y'Ie6HhIe aaBeAeHHH roc. . TPY. pea.) と総称され
る職業技術関係諸学校が設置されたのであった。 (1 )16-18才を対象とする，教育期間 6 -10カ
月の，大衆的職種の労働者の養成をめざした，工場学校 (φ30) ， (2 )14-16才を対象とした，教
育期間 2-3 カ年の，職業学校 (peMeCJleHHhIe Y'IHJlHm;a)，鉄道学校，農業機械化学校， (3)中
等学校終了者を対象とした，教育期間 1-2年の，技術学校が，その代表である。乙の新しい
制度，すなわち，国家労働資源制度は，重工業，建設，運輸，農業を中心とした様々な工業部
門のために，国全体の規模で職種と専門職ごとに労働者要員を計画的に養成し，全国家規模で
労働力を再配分する任務を有していた。乙の労働者要員養成制度は若干の変更を経ながらも
。8) Co司1I8.JUl 3M I Tpy瓦， cTp.129. 
側 CM. ， IIO.JlIlTlI'IeCK8ﾟ 3KOHOMllß, i)KOHOMllQCK8ﾟ a囲IIK .Jl OIIe胆ß， ωp. 397-398; C. B8TLIweB， φOp皿poB8HlI6
KB8.Jl HcþH~lIpOB8HHLIX p860QllX K8耳pOB B CCCp, 3KOHOMIIK8, 1971 , CTp. 6-23; ihωHOMlIK8 TPYA8 B npOMLIW.Jl6HH' 
ocrll , cTp.250-252. 
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1959年まで存続し， 1000万人以上の技能労働者を養成した。
1958年の党中央委員会11月総会の決議にもとづいて，労働者要員の養成制度が改編された。
8 年制普通教育学校の終了者を入学資格とした，教育期間 1~3 年の全日制および夜間制の都
市職業技術学校と教育期間 1~2 年の農村職業技術学校が，創設されたのである。この職業技
術教育制度はすべての生産部門とサービス領域に要員を養成する乙とを任務としていた。そし
て1966年以降， 10年制教育終了者を入学させる技術学校が設置される乙とになった。
1969年4 月 17日の党中央委員会とソ連邦閣僚会議の決議〈職業技術教育制度の教育施設にお
ける技能労働者養成のヨリ一層の改善措置について〉によって，職業技術教育は原則的に新し
い発達段階にはいった。これによって，職業技術教育施設の教育期間が3~4年の職業技術学
校への改組がはじまった。乙れは中等教育を必要とするヨリ複雑な職種(例えば，自動ライン
やプログラム管理付工作機械の修理や組立にたずさわる調整工)を教育する新しいタイプの学
校であった。従って，この卒業生には職種等級の付与と中等教育修得の卒業証書が与えられて
いる。乙れが中等職業技術学校である。そして，乙の傾向は1977年の決議〈職業技術教育制度
の生徒の教育と育成のヨリ一層の改善について〉によって推進される乙とになった。乙の決議
で、は，中等職業技術学校を職業技術教育制度の主導的な教育施設として発達させ改善し，そし
て， 10学年終了者を入学させる技術学校を中等普通教育学校の卒業生の職業訓練の最も合理的
な途として全面的に発達させる必要性が，強調されている。
乙のように現在では，中等職業技術学校と技術学校の優先的発達方針が採られている。乙の
ことはつぎの表によっても確認される。
表12 職業技術教育施設の現状 (1973年度)
教育施設の数 生(100徒0人数) 
職業技術教育施設 5709 2638 
内訳:
全日制職業技術学校 5146 2385 
その内:
都市型職業技術学校と技術学校 3794 1849 
農村型職業技術学校 1352 536 
夜間(交替)職業技術学校と全日制
563 253 付属分校
全日制のうち，普通中等教育をお
1288 477 乙なう職業技術学校
出典: Hap01~Hoe X08ß直CTBO CCCP B 1972, cTp.525. 
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表13 職業技術教育施設の現状(1983年度)
教育施設数 生(100徒0人数) 入(1学000者人数) 養部器美j 生
職業技術教育施設 7624 3770 2773 2518 
内訳:
全日制職業技術学校 6810 3390 2145 1915 
その内:
中等職業技術学校 4731 2292 876 655 
内訳
都市型 3013 1582 599 465 
農村型 1718 710 277 192 
技術学校 1467 811 828 784 
内訳
都市型 1370 666 639 612 
農村型 97 145 189 172 
中等教育をお乙な
わない職業技術学 612 287 441 476 
校
内訳
都市型 306 152 98 118 
農村型 306 135 343 358 
夜間(交替)職業技術 814 380 628 603 教育施設
出典: HapOAHOe xoaß並CTBO CCCP B 1983, cTp.403. 
(l町))
職業技術教育施設は一定の企業を基盤として (Ha 6aae) 設置されている口職業技術教育施
設とベース企業の関係は友好関係契約 (AorOBOp 0 cOAPymeH叩〉の締結からはじま 21) そし
て，乙のベース企業は職業技術教育施設における技能労働者の養成に必要な条件をつくりだし，
将来の労働者の養成をめざして労働者集団やチューターの参加を保障し，職業技術教育施設と
協力して職業指導活動をおこなっている。職業技術教育施設は職業技術教育国家委員会の管轄
下にある国家的な教育施設であり企業に従属するものではないが，ベース企業とかなり強力に
(1∞) í職業技術教育施設は国民経済の諸部門ごとの労働者要員の養成に専門化し，然るべき企業，機関そ
して組織を基盤として自己の活動をお乙なっている叫 (25条) (CBOA 38ROHOB cccP, T.3, CTp. 302. ) 
(101) 8. C8pyx8HOB, YR83・∞司.， cTp.51. 
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結びついている。このことは乙の学校の教育内容にも反映している。
(103) 
職業技術教育施設の教育の特徴は， (1)理論教育と生産的労働との結合， (2)最新の技術，テク
ノロジー，生酪品識を基盤とした教育， (3)愛国主義，共産主義的労働態度の育成にある。また，
職業技術教育施設の教育過程は，理論学習，学内実習 (CT8糊pOBK8) ，学外実習 (npO:USBO耳目Be­
HH8ﾟ np8K'I・即ω) から成っている。理論学習と学内実習は，原則として，教育施設(教室，キ
ャビネット，作業場)においておこなわれ，学外実習はベース企業において(しかも卒業後就
職する予定の作業域で)実施されている。そして，乙れらが，弁証法的に，すなわち，単純な
ものから複雑なものへと展開されている乙とに大きな特徴があるとされている。
3 _ 2.2. 生徒の国家的配分
ソ連邦では， 80年代にはいって，一方で普通教育学校の60%強が職業技術教育をうけるよう
(104) 
になり，他方では，毎年， 2 万人以上の若者が職業技術教育施設で労働職種を得て企業に就職
(105) 
している。彼らはどのような形で生産に参加しているのであろうか。
職業技術教育施設の卒業生の配分は，高等教育施設や中等専門教育施設の卒業生の配分(後
述)と同じく，国家的配分 (rOCY~8pCTBeHHoe p8cnpe~eneH:ue) と総称されてきている。ただし，
(106) 
職業技術教育施設の卒業生の配分は地方的な性格をもち，原則として，一定の行政地区あるい
は経済地区に限定されてきた。乙の点，後者の卒業生の配分は地域間および共和国間的性格を
(107) 
おびている。従って， 1964年のカー・アブジヤノフ (K. A6m8HoB) の説明に依れば，職業技術
教育施設で養成された「若い労働者は，職業技術教育機関によって，政府計画と企業……申請
(108) 
に応じて，労働者自身の希望を考慮して，できるだけ両親の居住地に近いように配分されてい
(102) ただし，現在，職業技術教育施設がベース企業の影響をほとんどうけずあるいは技能労働者形成への
ベース企業の影響が偶然的なものになっていることが指摘されている。 A. MapThlHOB は，乙の原因を，職業技
術教育施設と企業との関係が基本的には無償であることに見出し，職業技術教育施設を企業の一構成単位にす
ることによって解決できる，と提案している。 (CO~Ha.1l bHO・!lROHO咽切CRHe npo6.11 e剛 paBBHTHII nepBol: npOHBB-
0月HTe.1l bHO圃 CH耳目∞~. 06~eCTBa， JIry, 1978, 
(103) CM. , 8RoHoMHRa TpYAa, I10A p明. A. KYAPIlB~eBa， CTp. 401-402. 学外実習については， OpraHHaa~ 
HOHHO. 8ROHOMH鴨CRHe BOnpOChI B npOHBB明CTBeHHO圃 npaRTHRe ， Bhlcmall mRO.1la, 1985 を参照のこと。
(104) ただし，いわゆる大学進学熱がたかく，職業技術教育施設と高等教育施設や中等専門教育施設の生徒
数に必ずしもバランスがとれておらず，乙の乙とが労働者要員への国民経済の欲求と一致していない，と指摘
されている。 (CM. ， M. KOBpHrHH, YRaB.ω'1.， CTp. 13. ) 
(105) E. Ee.1lRHH, AAanTa~HH BhlnyCRHlIROB I1TY - nOBωAHeBHoe BHHMaHHe, Co~. TPYA, 1981 , ~品目，
CTp.31. 
(1侃) (107) r職業技術教育制度の最上級生の配分は地方的性格をもっている。…テフニクムや高等教育施設
の最上級生の配分は…地域間および共和国間的性格をおびているQ] (OCHOBhI 8ROHOMlIRH TpYAa, CTp. 33. ) 
(1似) K. A6maHoB, TpYAOBOll AorOBOp no ∞BeTCRO町 npaBY ， IOpllAH'IeCRall .1IHTepaTypa, 1964, CTp. 71. 
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る」のである。この制度が若い労働者に習得した職種と技能資格に応じた就職を保障し，社会
主義国家に社会の欲求に一致した技能労働者の計画的配分を可能としている。現在でも基本的
には乙の方向が堅持されているが， 1 つ大きな相違点がある。すなわち，いままでは職業技術教
育施設の卒業生は一定の集団としてある企業民派遣されそこにおいて作業域が指定されていた
のであるが，現在でははじめから作業域が正確に指示されて派遣されるようになったというこ
(109) とである。乙のような変化が何時はじまったかを明確に示す資料を欠いているが，レニングラ
ードの職業技術教育施設では '1979年から個人別に (nepCOHaJIbHO) 配分をはじめ出)との記述
から判断するならば， 1970年代の後半から徐々に詰みられてきたようである。
乙乙で、は， 1983年 3 月 29日にソ連邦職業技術教育国家委員会指令で承認された「ソ連邦職業
技術教育施設最上級生配分規品九乙もとづぜいて，職業技術教育施設の卒業生の配分メカニズ、ム
をまとめておくことにする。
ソ連邦職業技術教育国家委員会が，連邦共和国に，全ソ連邦省庁および連邦共和国省庁向け
の全日制職業技術教育施設技能労働者養成課題を伝える。また，連邦共和国職業技術教育国家
委員会が，個々の共和国省庁に，技能労働者養成および最上級生派遣課題を伝える。これによ
って，それぞれの省庁管轄下の企業に職業技術教育施設の卒業生の配分情報が伝達されること
になる。
そして他方で，地万機関が存在しない連邦共和国では連邦共和国職業技術教育国家委員会が，
また地方機関が存在している連邦共和国では地万機関である地方 (Kpa盈)・州・市の職業技術教
育局 (ynpaBJIeHue) あるいは本部 (rJIaBHOe ynpaBJIeHUe) がそして自治共和国の職業技術教育
機関が，そのテリトリー内の職業技術教育施設に，それらの教育施設の最上級生の派遣課題を
伝える。乙の基礎資料をもとにして，個々の職業技術教育施設において，卒業生の個々の企業
への配分計画が作成され具体化されることになる。
職業技術教育施設の卒業生の就職あっせん機関は職業技術教育国家委員会そじてその地方機
関であるが，実際にその仕事を担っているのは教育施設内に組織された配分委員会 (KO阻CCUß
no nepCOHanbHOMY paCnpeAeJIeHUW) である。最上級生の個人別配分は，実質的には，学外実習
(1ω) a. C8PYX8HOB, VKぉ.， CTp.8i. 
(10) T8M lKe. 
(ll) I 乙の規定は， 1980年 6 月 9 日付のソ連邦閣僚会議 No.453(工業企業，建設場および農業における職
業技術教育施設の卒業生利用のヨリ一層の改善措置について〉に応じて作成されたものであり，すべての省庁，
合同，企業そして組織に義務づけられる叫 (1. 1 条) (CM. , C6叩四K HOTM8THBHLlX 8KTOB 0 TpYAe, '18CTb 1, 
IOpHAH'IeCK8n .lIHTep8Typ8, 1984, cTp.241. 
(12) 以下は〈ソ連邦職業技術教育施設最上級生配分規定〉の内容を筆者の理解に従って整理したものであ
る (CM. ， T8M lKe, cTp.241 ~247.) 
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がはじまるまえに決定される。すなわち，実習の 1 カ月前に，教育施設に配分委員会が設置さ
れる。乙のメンパーは，校長(委員長)，副校長，上級職長，ベース企業の代表者，職業技術
教育施設および企業の労働組合やコムソモール組織の代表者で、ある。そして，乙の委員会が，
衛生指導国家委員会の代表者の参加のもとで，企業の職業技術教育施設卒業生採用計画，卒業
生の職種と技能資格に照応した作業域の存在，給食制度や文化風俗サービスの組織等々を点検
する(乙の点検結果は公文書化され， 1 部は教育施設に保管され， 1 部は企業l乙送られ，もう
1 部は職業技術教育上級機関におくられる)。この準備状況を確認したあとで具体的に配分がお
こなわれていく。
職業技術教育施設の管理部とベース企業の管理部が派遣計画案を準備する。そして，委員会
が，派遣計画を基礎として，職種と技能資格l乙応じて，当事者の家族状況，健康状態，個人的
希望を考慮に入れて(成績優秀者は優先的に選択権を行使することができる) ，個人的に配分
をおこなう。派遣提案は，委員会の名において，委員長によって，当事者に，直接(委員会に
当該生徒を出席させて)，発表される。同時に，仕事の場所，作業内容，労働条件，賃金，住
宅条件に関する情報が，伝達される。企業の異議申し立ては，委員会において，当事者(派遣
される学生)不在のもとで，審議される(過半数にて決定され，同数の場合には委員長の判断
に委ねられる)。また，委員会の決定に同意できない場合，生徒は職業技術教育上級機関に異議
申し立てをおこなうことができる。
職業技術教育施設の卒業生は教育施設の基盤である企業に派遣される(そこで学外実習がお
乙なわれていた)ことが原則である。だが，当該企業l乙採用準備ができていない場合には，然
るべき職業技術教育機関が同一省庁の他企業に配分する。また，所与の都市(地方)にそのよ
うな企業が存在していない場合には，卒業生は採用準備ができている他の省庁の企業に派遣さ
れることもある。教育施設や居住地から離れた所ヘ派遣する場合には，本人の同意あるいは未
成年の場合には両親の同意が必要である。
職業技術教育施設の最上級生には，卒業式の後，卒業証書とともに，派遣パス(町TeBKa 0 
HarrpaB~eHHH Ha pa60TY) が与えられる。卒業生はパスを受領して遅くとも 3 日以内に(派遣先
への移動日を除く)赴任しなければならない。そして，企業の指導者には，卒業生が到着して
遅くとも 5 日以内に到着の確認を教育施設におこない，辞令 (rrpHKaa 0 rrpHeMe Ha pa60TY) の
コピーを送付することが，義務づけられている。全日制職業技術教育施設の卒業生は，派遣先
の企業において，少なくとも 2 カ年働く義務を負っているが，同時に，企業も，卒業後 2 カ年
間は，職種や技能資格l乙照応しない仕事に配置換えしたり，管轄省庁や職業技術教育機関の許
可なしに解雇する乙とを禁じられている。また，職業技術教育施設はこの期間内に卒業生の労
働力がどのように利用されているかを統制している。
(続)

